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～「2050年県内CO2排出実質ゼロ」の実現に向けて～



現状と課題

〇 熊本県では、 2019年12月、国に先駆けて「2050年県内CO2

排出実質ゼロ」を目指すことを宣言（ゼロカーボン宣言）

熊本県は、地球温暖化によるリスク

を低減し、持続可能な未来を実現して
いくため、「将来の目指すべき姿」とし
て、「2050年に熊本県内のCO2排出
実質ゼロ」を目指します。

蒲島 熊本県知事

本県の目指す姿

→ 県土の６割を占める森林を活用できないか？
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Ｊ－クレジット制度とは

省エネルギー機器、再生エネルギー設備の導入や森林経営など
の取組による、CO2などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量を
「クレジット」として国が認証する制度

〇 Ｊ－クレジット制度の概要図

適切な森林管理

クレジット化へ

２

Ｊ-クレジット制度事務局
ホームページからの引用



Ｊ－クレジット制度とは

〇民間企業や自治体等の排出削減・吸収活動を促進し、
クレジットを活用して資金循環を促すことで環境と経済の
両立を目指す

制度のねらい

森林分野

〇経済的な理由等でこれまで整備されなかった森林も、
創出したクレジットの売却資金を得て、森林整備につなが
る

森林吸収量のクレジット化は森林整備の促進

に有効な手段‼
３



現状と課題の把握

〇 国のＪ－クレジットが県内ではあまり知られていない

〇 Ｊ－クレジット創出の手続きは専門性が高くて複雑

〇 制度を熟知する者が少なく、申請に至るまでが

容易でない

取り組む前（令和３年）の本県内の状況

〇 森林分野では、Ｊ－verに取り組んだ経験のある自治体

（県及び2町）がみられるものの、Ｊ－クレジット制度で新規

に取得した事例はない。

課 題

魅力は感じるけど…
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課題解決に向けて

「熊本県森林吸収量クレジット化推進事業」を創設

森林を活用した国のＪ-クレジット制度の活用促進
（創出の支援）

方向性

創出支援への取組

〇 Ｊ－クレジット制度の分かりやすい周知

〇 創出に向けた相談や伴走型支援体制の構築

令和４年度～
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熊本県森林吸収量クレジット化推進事業

事業の目的

〇 Ｊ－クレジット制度の周知を図り、相談・支援体制を

構築し、県内の森林所有者等によるクレジット化への

取組みを促す

〇 森林所有者が、クレジット化に伴って森林の有する

公益的機能の価値をあらためて認識し、その役割の

重要性を理解することで、さらなる森林整備の推進

に繋げる
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事業の内容

(1) Ｊ－クレジット制度（森林管理プロジェクト）の周知

〇 Ｊ－クレジット制度の周知説明会の開催

〇 熊本県内の事業者等向けのチラシの作成・配布

・県内４か所で説明会を開催（Web配信併用）

事業の推進 （制度の周知）

７

・本事業によるプロジェクト実施者を募集



説明会開催

のお知らせ

事業の推進 （制度の周知）
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〇 説明会には、４会場で55団体、延べ84名が参加

県南会場

県北会場

説明会の様子

事業の推進 （制度の周知）
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事業の推進 （制度の周知）

県央会場

ＲＫＫ熊本放送番組
「夕方Ｌｉｖｅゲツキン！」からの引用

地元メディアに取り上げられました
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説明会の様子



人吉新聞記事からの引用
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地元メディアに取り上げられました

事業の推進 （制度の周知）



参加者からの声

自分だけではハードルが高いと
感じてましたが、県のコーディ
ネーターによる支援があればやれ
そうです (^^♪

クレジット創出量を試算してくれ
るので、創出に向けた計画が立て
やすくなります

事業の推進 （制度の周知）

Ｊ－クレジットへの疑問に対して
分かりやすく説明してもらい、理
解できました
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事業の内容

(1) Ｊ－クレジット制度（森林管理プロジェクト）の周知

〇 Ｊ－クレジット制度の周知説明会の開催

・県内４か所で説明会を開催（Web配信併用）

事業の推進 （制度の周知）

・本事業によるプロジェクト実施者を募集

〇 熊本県内の事業者等向けのチラシの作成・配布

13



支援希望者
募集の案内

事業の推進 （制度の周知）
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コーディネーターの配置

事業の内容

〇 Ｊ－クレジット制度に精通した

事業の推進 （創出への支援）

(2)Ｊ－クレジット制度のプロジェクト登録への手続支援

申請者

プロジェクト
計画書

計画書
提出 審査

制度事務局

登録
完了 現地調査

プロジェクト登録 モニタリング クレジット認証

モニタリング
報告書

報告書提出

審査機関
審査機関

審査

制度事務局

認証
発行

Ｊ－クレジット創出までの流れ

今年度、本事業において重点的に支援
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コーディネーターとは？

事業の推進 （創出への支援）

＊森林・林業をとりまく現状と課題を理解のうえで、

事業者等の森林現場の実情にも即し、クレジット化

に向けた周知・指導において中心的な役割を担う者

コーディネーターを務めているのはどんな人？
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氏 名 渡邉 環樹

所 属 九州林産株式会社 林業部 森林経営グループ 副長

保有資格 技術士（環境部門）、森林施業プランナー ほか

国立大学農学部を卒業後、環境コンサルタント
会社等で勤務し、現在の会社で2020年からJ-クレ
ジット創出関連業務に従事。

九州電力の社有林をはじめ、福岡県及び大分県
内の町有林のクレジット化に取り組む。

実績等



事業の独自性・新規性

〇 Ｊ－クレジット制度事務局の支援を活用しつつ、コー

ディネーターによるさらに細やかな支援

効率的かつ確実に早期のプロジェクト登録完了へ

〇 認証までには１年半程度の期間を要し、早期の取組

が重要 県が支援を行うことで

県内のクレジット化の加速を促す

〇プロジェクト登録への重点的な支援

プロジェクト実施者は、ここで得たノウハウを活用し
て、今後の自律的な取組へ
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林業事業体
（２者）

自治体
（４者）

・清水産業㈱九州事
業所 （多良木町）

・合同会社Wood one
（水俣市）

・小国町

・産山村

・山都町

・五木村

支援対象者

事業の推進 （創出への支援）

〇 熊本県内に森林を所有又は管理している森林所有者、

森林組合、林業事業体、市町村を対象に支援希望者を

募集

〇 募集枠（５者程度）に対して２倍近くの応募があり、

書類審査及びヒアリングを経て、

６者の支援を決定
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▼ 五木村

（支援対象者との打ち合わせの様子）

▼ Wood one

本事業の取組状況等につ
いて、林野庁担当者が視察
へ！

▼ 小国町

事業の推進 （創出への支援）
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創出支援の取組状況➀

６者の進捗に応じて、３月末までに「計画書の作成完了」 または「プロジェクト登録完了」。

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

支
援
対
象
者

県
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

目 標

今年度の計画と進捗

支援希望
募の募集

制度周知及び
支援希望者募
集説明会実施

応募

応募時に森
林経営計画
等を提出

創出量
の試算

試算結果等
の説明と最
終の意思確
認

初回打合せ

●制度事務局
へ意思表明

プロジェクト計画書作成

モニタリングプロット設定

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛｯﾄ
確認の打合せ

●プロジェクト
計画書素案完成

継続的に協議

審査対応
準備

●
制度事務
局へ計画
書提出

※支援対象者（6者）の進捗は、令和５年2月末のものです

委託期間を通じ、周知（チラシ配付・問い合わせ対応など）

●
計画書
完成

「計画書の作成完了」を目指すケース

①

来年度早々に妥当性確認審査へ

②
③

④

⑤
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７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

支
援
対
象
者

県
・コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

今年度の計画と進捗

支援希望
募の募集

制度周知及び
支援希望者募
集説明会実施

応募

応募時に森
林経営計画
等を提出

創出量
の試算

試算結果等
の説明と最
終の意思確
認

初回打合せ

●制度事務局
へ意思表明

プロジェクト
計画書作成

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛｯﾄ設定

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛｯﾄ
確認の打合せ

●プロジェクト
計画書素案完成

継続的に協議

審査対応準備

妥当性確認
の審査対応

審査書類
補正対応

協議

●プロジェクト
計画書完成

●制度事務局
へ登録申請

●
登録完了

①

※支援対象者（6者）の進捗は、令和５年2月末のものです

委託期間を通じ、周知（チラシ配付・問い合わせ対応など）

「プロジェクト登録完了」を目指すケース

創出支援の取組状況②
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来年度早々にモニタリングへ



創出支援の見通し

〇 コーディネーターによるサポートのもとで６者はそれ
ぞれの目標に向かって作業を進めている

〇 ６者分を合計すると、
を見込んでいる

（※2022年12月時点の試算で、対象期間は８年分）

支援の状況

22

約75,000t- CO2 のクレジット創出



支援を受ける皆さんからの感想や取組への意欲等について

（林業事業体から）

〇 地元企業へのクレジット販売を検討しており、ＰＲ
効果だけではなく、クレジットの地産地消を実現して
いきたい

県の支援を受けての感想等 （１）－1

〇 コーディネーターからノウハウを吸収できるので、
次は自分たちだけで創出できそう

23
「2050年県内CO2 排出実質ゼロ」実現へ貢献

〇 近隣の森林所有者にＪ－クレジットを創出すること
を話したところ、「自分たちも創出したい」と強い関心
を示した



（自治体から）

〇 ゼロカーボンに向けた具体的な取組となり、ＰＲ効果
だけではなく、まちづくりのツールとしても活用してい
きたい

〇 具体的な段取りを示してくれるので、やるべきこ
とが見え、計画的に取り組むことができる
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支援を受ける皆さんからの感想や取組への意欲等について

〇 自身が管理する林小班の情報と現況とが一致して
いない森林が多かったが、今回の創出を機に、適正
なデータに更新できた

県の支援を受けての感想等 （１）－2



25

支援を受ける皆さんがこれからの課題と感じること

〇 J-クレジットを創出した後の活用について、県内の
自治体や企業との間で、地域に密着した相対取引を
行うことができるような仕組みや取組みが必要だと
感じる

県の支援を受けての感想等 （２）－1

（林業事業体から）



（自治体から）

〇 J-クレジットをどのように販売展開していくか、
マンパワーが不足しており、ノウハウもない中で不安
を感じる
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支援を受ける皆さんがこれからの課題と感じること

〇 J-クレジットの産地情報を購入者がより取得しやす
くするために、ふるさと納税ポータルサイトのような
仕組みができないか

県の支援を受けての感想等 （２）－2



県の支援を受けての感想等 （３）

〇 プロジェクト実施地の現況について、施業履歴・
樹種・林齢などで森林簿との乖離がみられたこと

27

支援を受ける皆さんが苦労したと感じること

〇 森林の土地所有者に高齢の方が多くみられ、プロ
ジェクト実施に向けた合意形成において、理解して
いただくための分かりやすい資料が見当たらなかっ
たこと

〇 施業履歴を遡っての確認に時間を要したこと

〇 プロジェクト実施地として可能な森林の範囲の確
認に時間を要したこと



県の支援を受けての感想等 （４）

〇 専門家に教わりながら効率的よく取り組むほうが
良い
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これから創出に取り組む方へ、支援を受ける皆さんからの
アドバイス

〇 林政担当課だけでなく、クレジットの活用や販売を
見据えてまちづくり担当課とも共同して進めていく
ほうが良い

〇 プロジェクト実施地に関する永続性の覚書（少なく
とも18年間が必要）の説明では、集会や座談会など
の手法も検討したほうが良い

〇 長期間にわたる管理が必要となるため、複数の担
当者を配置しておくほうが良い



創出支援の取組みの「まとめ」

※ Ｊ-クレジット創出支援を進めるにあたっての留意点

〇 コーディネーターはサポート役であって、
主役はクレジット創出者

・次回は自ら創出できるよう、ノウハウの習得

創出量の試算、課題の説明、意思確認

〇 支援を受ける事業者に求めること

・クレジット化への流れの理解
・創出に向けた自身の課題の把握

〇そこで、支援を決定する前にやったこと…
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創出支援に取り組んでみて感じたこと

〇 創出への関心とニーズ

〇 創出の促進に必要なこと

〇 販売の促進に必要なこと
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これからの展望

「再造林による確実な森林再生」への追い風

〇 2022年8月の制度改正

・ 主伐後の再造林も吸収量の算定方

法に追加

〇 造林事業者等の新たな参入への期待
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【都道府県別 森林J-クレジットのプロジェクト登録の状況】

＊Ｊ‐クレジット制度事務局ＨＰの掲載資料を基に独自に作成

これからの展望

（令和５年１月１３日時点）

件数 見込量
（t-CO2）

1 岡山県 3 1,034,620
2 兵庫県 1 386,906
3 岐阜県 4 222,070
4 高知県 3 204,351
5 大分県 3 145,578
6 北海道 7 115,063
7 熊本県 1 113,323
8 東京都 1 105,626
9 長崎県 4 72,667
10 長野県 6 67,604
11 三重県 3 65,118
12 島根県 2 16,940
13 秋田県 1 13,408
14 滋賀県 4 13,042
15 静岡県 2 11,913
16 青森県 3 10,669
17 徳島県 1 10,557
18 栃木県 1 10,319
19 群馬県 2 7,149
20 宮城県 2 6,939

見込
量別
順位

都道府県
Jクレジット登録

件数 見込量
（t-CO2）

見込
量別
順位

都道府県
Jクレジット登録

21 奈良県 2 5,965
22 鳥取県 3 5,257
23 京都府 1 5,154
24 愛媛県 1 3,998
25 和歌山県 1 2,978
26 鹿児島県 1 2,579
27 福島県 1 2,346
28 福岡県 1 1,513
29 福井県 1 819
30 佐賀県 1 462
31 千葉県 1 334

合計 68 2,665,267

※１６県は、プロジェクト登録なし。
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これからの展望

件数 見込量
（t-CO2）

1 岡山県 3 1,034,620
2 兵庫県 1 386,906
3 岐阜県 4 222,070
4 高知県 3 204,351
5 大分県 3 145,578
6 北海道 7 115,063
7 熊本県 1 113,323
8 東京都 1 105,626
9 長崎県 4 72,667
10 長野県 6 67,604
11 三重県 3 65,118
12 島根県 2 16,940
13 秋田県 1 13,408
14 滋賀県 4 13,042
15 静岡県 2 11,913
16 青森県 3 10,669
17 徳島県 1 10,557
18 栃木県 1 10,319
19 群馬県 2 7,149
20 宮城県 2 6,939

見込
量別
順位

都道府県
Jクレジット登録
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令和５年度の登録量見込み
188,123ｔ-CO2

５位へ

（113,323＋74,800）

【都道府県別 森林J-クレジットのプロジェクト登録の状況】

＊Ｊ‐クレジット制度事務局ＨＰの掲載資料を基に独自に作成

（令和５年１月１３日時点）



〇 Ｊ-クレジット制度が県内で広く認知され、より多くの森林所

有者等がクレジット創出に取り組むことで、「2050年県内

CO2排出実質ゼロ」 の実現へ向かう

目指せ
日本一

これからの展望

「Ｊ-クレジット創出先進県」を目指して

〇 私たちは、森林分野からの取組

でその実現に貢献できるよう

取り組んでいきます！
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ご清聴ありがとうございました

©2010 熊本県 くまモン


